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令和４年度大津町工業用水道事業会計予算 
 
（総則） 

第１条 令和４年度大津町工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 

（業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
 （１） 給 水 事 業 所 数               ６事業所 
 （２） 年 間 総 給 水 量       １，２７７，５００立方メートル 
 （３） 一 日 平 均 給 水 量           ３，５００立方メートル 
 
 
 （収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 
第１款  工 業 用 水 道 事 業 収 益        ６５，８４１千円 

第１項  営 業 収 益         ６４，０５５千円 
第２項  営 業 外 収 益           １，７８６千円 
第３項  特 別 利 益             ０千円 

 
支   出 

第１款  工 業 用 水 道 事 業 費        ７６，４６５千円 
第１項  営 業 費 用          ７０，９２４千円 
第２項  営 業 外 費 用         ２，５４１千円 
第３項  特 別 損 失                    ０千円 
第４項  予 備 費          ３，０００千円 

 
 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９，３２９千円は、消費税及び地

方消費税資本的支出調整額６３７千円、減債積立金３２２千円及び損益勘定留保資金８，３７０千円で補てんするものとする）。 
 

収   入 
な   し 

 
                                         

        ―予１― 



―予２― 
 
 

支   出 
第１款  資 本 的 支 出         ９，３２９千円 

第１項  建 設 改 良 費         ７，００７千円 
第２項  企 業 債 償 還 金           ３２２千円 
第３項  予 備 費         ２，０００千円 

 
 
 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第５条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 
 （１） 職員給与費（法定福利費を含む）      １０，５８７千円 
 
 
 （利益剰余金の処分） 
第６条 繰越利益剰余金のうち３２２千円は、次のとおり処分するものと定める。 
 （１） 減 債 積 立 金                 ３２２千円 
 
 
 

令和 ４年 ３月  日提出 
 
                                   大津町長  金田 英樹 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令 和 ４ 年 度 
 

大津町工業用水道事業会計予算に関する説明書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                                                 ―説１― 
 

令和４年度大津町工業用水道事業会計予算実施計画 
 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 
収 入 

款 項 目 予定額（千円） 備  考 

１ 工 業 用 水 道 
  事 業 収 益 

  ６５，８４１  

１ 営 業 収 益 
 ６４，０５５  

１ 給 水 収 益 ６４，０５４  
２ そ の 他 の 営 業 収 益 １  

２ 営 業 外 収 益 

 １，７８６  
１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 ４  
２ 長 期 前 受 金 戻 入 １，７８０  
３ 雑 収 益 １  
４ 消 費 税 還 付 金 １  

３ 特 別 利 益 

 ０  
１ 過 年 度 損 益 修 正 益 ０  
２ 長 期 前 受 金 戻 入 ０  
３ そ の 他 特 別 利 益 ０  

 
  支 出 

款 項 目 予定額（千円） 備  考 
 
 
 
 
 

１ 工 業 用 水 道 
  事 業 費 

  ７６，４６５  
 
 
 
 
 

１ 営 業 費 用 

 ７０，９２４  

１ 原 水 費 ３８，６６４  

２ 配 水 及 び 給 水 費 １００  

３ 総 係 費 １３，１１９  
 
 
 



 

 
４ 減 価 償 却 費 １９，０４０  
５ 資 産 減 耗 費 ０  
６ そ の 他 営 業 費 用 １  

２ 営 業 外 費 用 

  ２，５４１  
１ 支払利息及び企業債取扱諸費 ４０  
２ 消費税及び地方消費税 ２，５００  
３ 雑 支 出 １  

３ 特 別 損 失 

 ０  
１ 減 損 損 失 ０  
２ 過 年 度 損 益 修 正 損 ０  
３ そ の 他 特 別 損 失 ０  

４ 予 備 費 
 ３，０００  
１ 予 備 費 ３，０００  

 
資 本 的 収 入 及 び 支 出 

 
  収 入   なし 
 
  支 出 

款 項 目 予定額（千円） 備  考 

 １ 資 本 的 支 出 

  ９，３２９  

１ 建 設 改 良 費 
 ７，００７  

１ 工業用水道建設改良費 ７，００７  

２ 企業債償還金 
 ３２２  

１ 企 業 債 償 還 金 ３２２  

３ 予 備 費 
 ２，０００  

１ 予 備 費 ２，０００  
                                             

 
―説２― 



―説３― 
 
 

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

（令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日まで） 

 

（単位：円） 

１．業務活動によるキャッシュ・フロー   ２．投資活動によるキャッシュ・フロー  

   当年度純損失 △5,124,608     有形固定資産の取得による支出 △7,007,000 

   減価償却費 

   賞与引当金の増加額 

   法定福利費引当金の減少額 

19,039,608 

12,000 

△4,000 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △7,007,000 

   長期前受金戻入額 △1,780,000    

   受取利息及び受取配当金 △4,000  ３．財務活動によるキャッシュ・フロー  

   支払利息 40,000     企業債の償還による支出 △321,893 

   未払金の減少額 △15,591    財務活動によるキャッシュ・フロー △321,893 

   小計 12,163,409    

   利息及び配当金の受取額 4,000   資金増加額 4,798,516 

   利息の支払額 △40,000   資金期首残高 134,133,314 

  業務活動によるキャッシュ・フロー 12,127,409   資金期末残高 138,931,830 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 



 
給 与 費 明 細 書 

 
１ 総括 

区 分 
職 員 数 給 与 費 

法定福利費 
（千円） 

合  計 
（千円） 特別職 

（人） 
一般職 
（人） 

その他 
（人） 

給 料 
（千円） 

報 酬 
（千円） 

手 当 
（千円） 

計 
（千円） 

本年度 ０ ３ １ ５，５５９ ０ ３，４３２ ８，９９１ １，５９６ １０，５８７ 

前年度 ０ ５ １ ５，７０２ ０ ３，４１１ ９，１１３ １，６８４ １０，７９７ 

比 較 ０ △２ ０ △１４３ ０ ２１ △１２２ △８８ △２１０ 
注）本年度一般職３名のうち２名は企業振興課と兼務している。 
注）前年度一般職５名のうち４名は下水道課と兼務している。 
 

手 当 の 
内 訳 

区  分 扶養手当 
（千円） 

住居手当 
（千円） 

通勤手当 
（千円） 

児童手当 
（千円） 

期末勤勉 
手 当 
（千円） 

時 間 外 
勤務手当 
（千円） 

退職手当 
（千円） 

本年度 ２４０ ０ ２４ ２４０ ２，０５１ １００ ７７７ 

前年度 １９８ ０ ４８ １２０ ２，１４９ １００ ７９６ 

比 較 ４２ ０ △２４ １２０ △９８ ０ △１９ 
 

 

ア 会計年度任用職員以外の職員 

区 分 
職 員 数 給 与 費 

法定福利費 
（千円） 

合  計 
（千円） 特別職 

（人） 
一般職 
（人） 

その他 
（人） 

給 料 
（千円） 

報 酬 
（千円） 

手 当 
（千円） 

計 
（千円） 

本年度 ０ ３ ０ ４，２７６ ０ ３，１５１ ７，４２７ １，３５２ ８，７７９ 

前年度 ０ ５ ０ ４，４１９ ０ ３，１１４ ７，５３３ １，４３７ ８，９７０ 

比 較 ０ △２ ０ △１４３ ０ ３７ △１０６ △８５ △１９１ 
             

―説４― 



―説５― 

手 当 の 
内 訳 

区  分 扶養手当 
（千円） 

住居手当 
（千円） 

通勤手当 
（千円） 

児童手当 
（千円） 

期末勤勉 
手 当 
（千円） 

時 間 外 
勤務手当 
（千円） 

退職手当 
（千円） 

本年度 ２４０ ０ ０ ２４０ １，７９４ １００ ７７７ 

前年度 １９８ ０ ２４ １２０ １，８７６ １００ ７９６ 

比 較 ４２ ０ △２４ １２０ △８２ ０ △１９ 
 

イ 会計年度任用職員 

区 分 
職 員 数 給 与 費 

法定福利費 
（千円） 

合  計 
（千円） 特別職 

（人） 
一般職 
（人） 

その他 
（人） 

給 料 
（千円） 

報 酬 
（千円） 

手 当 
（千円） 

計 
（千円） 

本年度 ０ ０ １ １，２８３ ０ ２８１ １，５６４ ２４４ １，８０８ 

前年度 ０ ０ １ １，２８３ ０ ２９７ １，５８０ ２４７ １，８２７ 

比 較 ０ ０ ０ ０ ０ △１６ △１６ △３ △１９ 
 

手 当 の 
内 訳 

区  分 扶養手当 
（千円） 

住居手当 
（千円） 

通勤手当 
（千円） 

児童手当 
（千円） 

期末勤勉 
手 当 
（千円） 

時 間 外 
勤務手当 
（千円） 

退職手当 
（千円） 

本年度 ０ ０ ２４ ０ ２５７ ０ ０ 

前年度 ０ ０ ２４ ０ ２７３ ０ ０ 

比 較 ０ ０ ０ ０ △１６ ０ ０ 
 
 ２ 給料及び手当の増減額の明細 

区 分 増 減 額 増減額事由別内訳 説 明 

給  料 （千円） 
△１４３ 人事異動に伴う減少分 △１４３ 一般職職員の平均昇給率２．２９％ 

手  当 ３７ その他の増加分 ３７ 扶養手当、児童手当他 

 
 
 



 ３ 給料及び手当の状況 
（１） 職員１人当たり給与 

区 分 事 務 ・ 技 術 職 

令和４年４月１日現在 
平 均 給 料 月 額   （円） ３４３，０００ 
平 均 給 与 月 額   （円） ３６３，０００ 
平 均 年 齢   （歳） ３９ 

令和３年４月１日現在 
平 均 給 料 月 額   （円） ３６４，６００ 
平 均 給 与 月 額   （円） ３６６，６００ 
平 均 年 齢   （歳） ４６ 

 
  （２） 初任給 

区    分 事  務  職   （円） 一般会計の制度  （円） 

一 般 職 高 校 卒 １５０，６００ １５０，６００ 
短 大 卒 １６３，１００ １６３，１００ 

行 政 職 大 学 卒 １８２，２００ １８２，２００ 
 

（３）  級別職員数（兼務職員を除く） 

区    分 事       務         職 
級 職員数 （人） 構成比 （%） 級 職員数 （人） 構成比 （%） 

令和４年４月１日現在 

１級   ５級   
２級   ６級   
３級   ７級   
４級 １ １００ 計 １ １００ 

令和３年４月１日現在 

１級   ５級   
２級   ６級   
３級   ７級   
４級 １ １００ 計 １ １００ 

 
（級別の基準となる職務） 

事 務 職 

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 
部長の職務及びその職務内容

等がこれと同程度のものとし

て長が規則で定める職の職務 

課長の職務及びその職務内容

等がこれと同程度のものとし

て長が規則で定める職の職務 
課長補佐の職務 

主幹の職務及びその職務内容

等がこれと同程度のものとし

て長が規則で定める職の職務 
３   級 ２   級 １   級  

係長、参事、主査の職務 
特に高度な知識経験を必要と

する業務を行う主事、技師の

職務 

主事、技師の職務 
（２級に掲げる職員を除く）  

―説６― 



―説７― 
 
 

（４） 昇給 

本 
 
年 

 
度 

区         分 合     計 事  務  職 
職     員     数   （A） （人） １ １ 
昇 給 に 係 る 職 員 数   （B） （人） １ １ 

号 級 数 別 内 訳 

２号級 （人） 
４号級 （人） 
６号級 （人） 
８号級 （人） 

 
１ 
 
 

 
１ 
 
 

比 率   （B）／（Ａ） （%） 100.0 100.0 

前 
 
年 

 
度 

職     員     数   （A） （人） １ １ 
昇 給 に 係 る 職 員 数   （B） （人） １ １ 

号 級 数 別 内 訳 

２号級 （人） 
４号級 （人） 
６号級 （人） 
８号級 （人） 

 
１ 
 
 

 
１ 
 
 

比 率   （B）／（Ａ） （%） 100.0 100.0 
 
  （５） 期末手当、勤勉手当 

区  分 支 給 期 別 支 給 率 支給率計 
（月分） 

職制上の階級、職務 
等級による加算措置 備 考 

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） 
本  年  度 ２．２２５ ２．２２５ ０ ４．４５ 有  
前  年  度 ２．２２５ ２．２２５ ０ ４．４５ 有  
一般会計の制度 ２．２２５ ２．２２５ ０ ４．４５ 有  

 
（６） その他の手当 

区      分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容 
扶 養 手 当 同 じ  
住 居 手 当 同 じ  
通 勤 手 当 同 じ  
児 童 手 当 同 じ  

 
 
 



 
 
 
 

令和４年度 大津町工業用水道事業会計 予定貸借対照表 
（令和 5 年 3 月 31 日） 

 
 円  円  円  円 

資 産 の 部 
１ 固定資産        

（１）有形固定資産        

 イ 土地   4,664,120     

  ロ 建物 17,071,478       

    建物減価償却累計額 △8,912,204  8,159,274     

  ハ 構築物 363,057,378       

    構築物減価償却累計額 △174,240,632  188,816,746     

  ニ 機械及び装置 301,753,984       

    機械及び装置減価償却累計額 △166,160,701  135,593,283     

     有形固定資産合計     337,233,423   

固定資産合計       337,233,423 

２ 流動資産        

 （１）現金預金     138,931,830   

流動資産合計       138,931,830 

資産合計       476,165,253 

        

        

        

        

        

        

        

        

 
 
 
 
 

―説８― 



―説９― 
 

負 債 の 部 

３ 固定負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     1,534,398   

 （２）引当金        

  イ 修繕引当金     3,467,669   

固定負債合計       5,002,067 

４ 流動負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     327,915   

 （２）未払金     3,144,275   

 （３）預り金     2,000,000   

 （４）引当金        

  イ 賞与引当金     594,000   

  ロ 法定福利費引当金     124,000   

流動負債合計       6,190,190 

５ 繰延収益        

 （１）長期前受金     160,371,560   

 （２）長期前受金収益化累計額     △113,830,863   

繰延収益合計       46,540,697 

       負債合計       57,732,954 

資 本 の 部 

６ 資本金       242,039,889 

   

 

 

 

  

７ 剰余金      

 （１）利益剰余金      

  イ 減債積立金   3,433     

  ロ 当年度未処分利益剰余金   176,388,977     

     利益剰余金合計     176,392,410   

      剰余金合計       176,392,410 

       資本合計       418,432,299 

       負債資本合計       476,165,253 

        

        

 
 



 
 
 
注記 
 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
 
  （１）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 
       定額法 
        主な耐用年数 
        建物 ５０年 
        構築物 １０年～５０年 
        機械及び装置 ５年～２０年 
 
 
 
  （２）引当金の計上方法 
      イ．貸倒引当金 
         債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 
      ロ．退職給付引当金 

職員の退職手当は、退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担金のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担 
することとなっているため退職給付引当金は計上していない。 

      ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金 
         職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事 

業年度の負担に属する額を計上している。 
      ニ．修繕引当金 

設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。 
なお、平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。 

 
 
 

（３）消費税等の会計処理 
      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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２．その他の事項に関する注記 
 
 

（１）引当金の目的使用による取り崩し（予定） 
      当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金５８２千円を使用し、これに伴う法定福利費を支出する

ため法定福利費引当金１２８千円を使用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

令和３年度 大津町工業用水道事業会計 予定損益計算書 
（令和 3 年 4 月１日から令和 4 年 3 月 31 日まで） 

 
 円  円  円 

１ 営業収益      

 （１）給水収益 64,406,827  64,406,827   

２ 営業費用      

 （１）原水費 30,340,002     

 （２）配水及び給水費 748,000     

 （３）総係費 13,610,236     

 （４）減価償却費 20,465,786  65,164,024   

    営業損失     757,197 

３ 営業外収益      

（１） 受取利息及び配当金 

（２） 長期前受金戻入 

4,032 

1,780,282 
 

 

1,784,314 
 

 

 

４ 営業外費用      

 （１）支払利息及び企業債取扱諸費 45,418  45,418  1,738,896 

    経常利益     981,699 

    当年度純利益     981,699 

    前年度繰越利益剰余金     180,537,904 

    その他未処分利益剰余金変動額     315,982 

    当年度未処分利益剰余金     181,835,585 
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令和３年度 大津町工業用水道事業会計 予定貸借対照表 
（令和 4 年 3 月 31 日） 

 
 円  円  円  円 

資 産 の 部 

１ 固定資産        

（１）有形固定資産        

  イ 土地   4,664,120     

  ロ 建物 17,071,478       

    建物減価償却累計額 △8,604,919  8,466,559     

  ハ 構築物 363,057,378       

    構築物減価償却累計額 △164,388,443  198,668,935     

  ニ 機械及び装置 294,746,984       

    機械及び装置減価償却累計額 △157,280,567  137,466,417     

     有形固定資産合計     349,266,031   

固定資産合計       349,266,031 

２ 流動資産        

 （１）現金預金     134,133,314   

流動資産合計       134,133,314 

資産合計       483,399,345 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 



 
 

負 債 の 部 

３ 固定負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     1,862,313   

 （２）引当金        

  イ 修繕引当金     3,467,669   

固定負債合計       5,329,982 

４ 流動負債        

 （１）企業債        

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債     321,893   

 （２）未払金     3,159,866   

 （３）預り金     2,000,000   

 （４）引当金        

  イ 賞与引当金     582,000   

  ロ 法定福利費引当金     128,000   

流動負債合計       6,191,759 

５ 繰延収益        

 （１）長期前受金     160,371,560   

 （２）長期前受金収益化累計額     △112,050,863   

繰延収益合計       48,320,697 

負債合計       59,842,438 

資 本 の 部 

６ 資本金       241,717,996 

 

７ 剰余金 
       

 （１）利益剰余金        

  イ 減債積立金   3,326     

  ロ 当年度未処分利益剰余金   181,835,585     

     利益剰余金合計     181,838,911   

      剰余金合計       181,838,911 

 資本合計       423,556,907 

負債資本合計       483,399,345 
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注記 
 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

 

  （１）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

       定額法 

        主な耐用年数 

        建物 ５０年 

        構築物 １０年～５０年 

        機械及び装置 ５年～２０年 

 

 

 

  （２）引当金の計上方法 

      イ．貸倒引当金 

         債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

      ロ．退職給付引当金 

職員の退職手当は、退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担金のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担 

することとなっているため退職給付引当金は計上していない。 

      ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金 

         職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事 

業年度の負担に属する額を計上している。 

      ニ．修繕引当金 

         設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。 

なお、平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。 

 

 

 

（３）消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

 



 

 

 

２．その他の事項に関する注記 

 

 

（１）引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金 620,333 円を取り崩し、これに伴う法定福利費を支出す

るため法定福利費引当金 127,740 円を取り崩した。 
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